
貸 借 対 照 表
（平成２６年３月３１日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部

流 動 資 産 １，７９３，９３６

現 金 及 び 預 金 １，６６１，５４２

未 収 入 金 １０４，３６７

商 品 ５，３５１

貯 蔵 品 ６，８５８

前 払 費 用 ２，１０８

繰 延 税 金 資 産 １３，６２４

そ の 他 ８３

固 定 資 産 ２，８８８，９６４

有 形 固 定 資 産 ２，８１３，９０６

建 物 ２，４６９，６５９

構 築 物 １３，７９３

機 械 装 置 ２２７，２６８

車 両 及 び 運 搬 具 ０

工具・器具及び備品 ９５，７０４

リ ー ス 資 産 ６，３４０

建 設 仮 勘 定 １，１３９

無 形 固 定 資 産 １５，６１７

電 話 加 入 権 ５６９

ソ フ ト ウ ェ ア ２，２５６

リ ー ス 資 産 １２，７９１

投資その他の資産 ５９，４４０

投 資 有 価 証 券 ２２，０００

長 期 前 払 費 用 １，０７３

繰 延 税 金 資 産 ３６，３２７

そ の 他 ３９

資 産 合 計 ４，６８２，９００

負 債 の 部

流 動 負 債 ４５１，０３９

買 掛 金 ４７，７４８

一年内返済予定長期借入金 ３０，０００

リ ー ス 債 務 １７，６０３

未 払 金 １７，４４８

設 備 未 払 金 １８５，５８７

未 払 法 人 税 等 １１４，８５２

未 払 消 費 税 等 １０，９５０

未 払 費 用 ３，８８５

前 受 金 ２，２９６

賞 与 引 当 金 １０，５４４

役 員 賞 与 引 当 金 ７，３９２

そ の 他 ２，７２９

固 定 負 債 １６７，９４５

リ ー ス 債 務 ２，９１３

預 り 保 証 金 ６１，９０９

退 職 給 付 引 当 金 ８９，３５８

役員退職慰労引当金 １３，７６４

負 債 合 計 ６１８，９８５

純 資 産 の 部

株 主 資 本 ４，０６３，９１５

資 本 金 １，１２５，０００

利 益 剰 余 金 ２，９３８，９１５

利 益 準 備 金 ４０，１３３

その他利益剰余金 ２，８９８，７８２

別 途 積 立 金 １，６００，０００

繰越利益剰余金 １，２９８，７８２

純 資 産 合 計 ４，０６３，９１５

負債及び純資産合計 ４，６８２，９００
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� �
損 益 計 算 書
平成２５年４月１日から
平成２６年３月３１日まで

（単位：千円）

科 目 金 額

営 業 収 益

売 上 高 ７３７，６２１

貸 室 収 入 ３２４，０２７

売 店 収 入 ５２，６１０

食 堂 収 入 ６０，２０５

使 用 料 収 入 ４２４，４７０

広 告 収 入 ５７，７８１

付 帯 事 業 収 入 １１２，３８４ １，７６９，１０１

売 上 原 価 ５５１，９３９

売 上 総 利 益 １，２１７，１６２

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ７９０，６５７

営 業 利 益 ４２６，５０４

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ８７１

雑 収 入 ５５，１５０ ５６，０２２

営 業 外 費 用

支 払 利 息 ２，５３５ ２，５３５

経 常 利 益 ４７９，９９１

特 別 利 益

国 庫 補 助 金 等 受 入 額 １２，８０４

固 定 資 産 受 贈 益 ３５，７４０ ４８，５４４

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 １３，５９４

固 定 資 産 圧 縮 額 １１，５５４ ２５，１４８

税 引 前 当 期 純 利 益 ５０３，３８６

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 １９３，２４４

法 人 税 等 調 整 額 ３，３６０ １９６，６０４

当 期 純 利 益 ３０６，７８２
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
� 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
時価のないもの………………移動平均法による原価法

� たな卸資産の評価基準及び評価方法
商 品…………………売価還元法による低価法
貯 蔵 品…………………移動平均法による原価法（収益性の低下による

簿価切り下げの方法）
２．固定資産の減価償却の方法
� 有形固定資産（リース資産を除く）…定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 ３１～３８年
構 築 物 １０～３０年
機械装置 １０～１７年
工具・器具及び備品 ３～１０年

� 無形固定資産（リース資産を除く）…定額法によっております。
ただし、ソフトウェア（自社利用分）について
は、社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法によっております。

� リース資産 ……………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る
リース資産については、リース期間を耐用年数
とし、残存価額零とする定額法によっておりま
す。

３．引当金の計上基準
賞 与 引 当 金…………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を
計上しております。

役員賞与引当金…………………役員に対して支給する賞与の支出に充てるため
支給見込額を計上しております。

退職給付引当金…………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末
における退職給付債務の見込額に基づき、当事
業年度末において発生していると認められる額
を計上しております。

役員退職慰労引当金……………役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に
基づく期末要支給額を計上しております。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理……………消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。

個 別 注 記 表
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（貸借対照表に関する注記）
１．担保資産

担保に供している資産
建 物 ５８４，７４３千円
上記に対応する債務
一年内返済予定長期借入金 ３０，０００千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 ７，００２，９８６千円
３．国庫補助金等の受入により有形固定資産の取得価額から控除している額

１１，５５４千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当事業年度の末日における発行済株式の総数

普 通 株 式 １１２，５００株
２．配当に関する事項
� 配当金支払額

平成２５年６月１７日開催の第３５期定時株主総会において、次のとおり決議してお
ります。
配当金の総額 ４５，０００千円
１株当たりの配当額 ４００円
基準日 平成２５年３月３１日
効力発生日 平成２５年６月１８日

� 基準日が当事業年度の属する配当のうち、配当効力発生日が翌期となるもの
平成２６年６月１６日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する

事項を次のとおり提案しております。
配当金の総額 ４５，０００千円
１株当たりの配当額 ４００円
基準日 平成２６年３月３１日
効力発生日 平成２６年６月１７日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

（税効果に関する注記）
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
１．流動資産

未払事業税 ７，５５３千円
賞与引当金 ３，７３０千円
その他 ２，３４０千円

２．固定資産
退職給付引当金 ３１，６１５千円
役員退職慰労引当金 ４，６０９千円
その他 １０３千円

繰延税金資産合計 ４９，９５２千円
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（追加情報）
法人税率の変更による影響

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成２６年法律第１０号）が平成２６年３月３１
日に公布され、平成２６年４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が
課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計
算に使用する法定実効税率は、平成２６年４月１日に開始する事業年度に解消が見
込まれる一時差異については従来の３７．７５％から３５．３８％になります。
この税率変更により、繰延税金資産（流動資産）は９１２千円減少し、法人税等調

整額が９１２千円増加しております。

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
� 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの
借入により資金を調達しております。

� 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である未収入金は、取引先企業等の信用リスクに晒されております。

当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財
務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日です。
借入金は、国際線旅客ターミナルビル建設に係る資金調達であり、償還日は決

算日後１年以内であります。
２．金融商品の時価等に関する事項

平成２６年３月３１日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれら
の差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて
困難と認められるものは、次表には含めておりません（注２参照）。

貸借対照表計上額（千円） 時 価（千円） 差 額（千円）

�現金及び預金 １，６６１，５４２ １，６６１，５４２ －

�未収入金 １０４，３６７ １０４，３６７ －

�１年内返済予定長期借入金 （３０，０００） （３０，０００） －

�リース債務（＊） （２０，５１７） （２０，６４７） １３０

※負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（＊）リース債務（流動負債）を含めております。
（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項
�現金及び預金、�未収入金、�１年内返済予定長期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

�リース債務
元利金の合計額をリスクフリーレートで割り引いて算出する方法によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

貸借対照表計上額（千円）

�投資有価証券 ２２，０００

�預り保証金 ６１，９０９
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（賃貸等不動産に関する注記）
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、愛媛県松山市において、賃貸用の旅客・貨物ターミナルビルを有してお
ります。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

貸借対照表計上額（千円） 時 価（千円）

２，０７８，９４１ ２，０７８，９４１

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

（注２）当社の賃貸等不動産は建物等減価償却資産のみであり、正規の減価償却計算後の適正な帳簿

価額に基づいた金額を時価として記載しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 ３６，１２３円６９銭
２．１株当たり当期純利益 ２，７２６円９５銭

（その他の注記）
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

�投資有価証券
非上場株式については、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対
象としておりません。

�預り保証金
賃貸物件における賃借人から預託されている受入敷金保証金は、市場価額がなく、かつ、賃
借人の入居から退去までの実質的な預託期間を算定することは困難であることから、合理的
なキャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とし
ておりません。
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